
報告第８号 

専決処分の報告について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別

紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定により、これを報告し、承認を

求める。 

令和６年６月１０日提出 

八幡浜市長 大 城 一 郎 

 

提案理由 

総務省令等の一部改正に伴い、所要の改正を行うため。 



 



専決第８号 

過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法に基づく固定資産税の

課税免除に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

標記条例の制定につき、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条

第１項の規定により、次のとおり専決処分する。 

令和６年３月３１日 

八幡浜市長 大 城 一 郎 

 

記 

過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法に基づく固定資産税の

課税免除に関する条例の一部を改正する条例 

過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法に基づく固定資産税の課税

免除に関する条例（令和３年条例第２４号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で

示すように改正する。 

改正後 改正前 

  

（課税免除の要件） （課税免除の要件） 

第２条 この条例の規定により固定資産税の課税

免除をすることができるものは、市の区域内に

おいて生産設備等の取得等をした者で、次に掲

げる要件を満たすものとする。 

第２条 この条例の規定により固定資産税の課税

免除をすることができるものは、市の区域内に

おいて生産設備等の取得等をした者で、次に掲

げる要件を満たすものとする。 

(1) 当該生産設備等の取得等をした日が、法第

２条第２項の規定による公示の日（以下「公

示日」という。）から令和９年３月３１日ま

での間であること。 

(1) 当該生産設備等の取得等をした日が、法第

２条第２項の規定による公示の日（以下「公

示日」という。）から令和６年３月３１日ま

での間であること。 

(2) （略） (2) （略） 

  

附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 


